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問題の概観 戦後高等教育の伸張と変容

筑波大学大学院加藤崇英

はじめに

18歳入口の減少と財源難一一大学の経営を危機に焔らせるこの2つの条件が同時に起こってい

る。このようなR寺代、すなわち大学淘汰の5寺代は、戦後わが国がこれまで経験したことのないもの

といえる。これまで右肩上がりの経済成長を背景に、急激な人口増加と進学率の増加によって高等

教育は拡大し続けてきた。 70年代の2度にわたるオイルショックなど経済停滞の時期ですら人口は

増加のづ金にあった。しかし、平成4年度の205万人というピーク以降から始まったは歳人口の減少

と90年代の経済不況は、これまで拡大を続けていた高等教育を量的な縮小に向かわせている。また

各大学は、授業開設や単位認定における弾力的運用などの教青函だけでなく、自己点中食・一割面シス

テムをもった主回総軍営の抜本的改革という質的な転換をも同時に迫られる環境にある。このような

中で各大学は生き残りのための経営戦略を強いられている。

以下、本報告では、このような状況下におかれる高等教育の問題を、戦後以降の伸張(高等教

育体系の発展・整備)と変容(拡大から縮小・再編)として捉え、概観する。

1 .新制大学の発足と高等教膏の量的拡大

(1)単j殺の高等教育体系の整備

我が国における近代的な高等教育機関としての大学は、 1886(明治19)年の帝国大学令により始ま

ったといえよう。その後、 1918(大正7)年に臨時教育会議の答申に基づく大学令により、公立・私

立の大学も認められ、これを機に日本の大学はその数を増していった。

戦後は、 1947(昭和22)年に学校教育法制定による!日制大学から新宿!大学への転換がなされ、これ

により従来のj日制大学に加えて、!日制高等学校、専門学校、師範学校等が大学に昇格、また!日制の

予科は廃止された。よって大学は後期中等教育、すなわち高等学校に直ちに接続する機関となった。

これらの大学は、 6年制の医科歯科系を除いて、 4年制をとった。また、小中学校の教員養成に当

っていた師範学校・青年師範学校・高等師範学校も大学の一部として再編統合された。

私立大学は、その設置者が財団法人から学校法人となった。私立大学の経営は設置者としての法

人理事会が行うようになり、また、私学に対する政府の規制の範顕は、戦前よりも大幅に少なくな

った。
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その後、 1952(昭和27)年に短期大学、 1961(昭和36)年に高等尋門学校、 1975(昭和50)年に専修

学校制度が整{諾された。これらにより高等教育の構造は一本化され、明治以来の各種学校が学校体

系の上に正規に位置づいた。

(2)大学基準及び大学設置基準

新制大学は、戦前と比して国家との関係が原理的に異なる。すなわち、 「新宿j大学制度の発足に

当って採用された新しい指導原理とは、 18制度との対比でいえば、①大学の設置認可行政における

官僚統制の排除ないしは形式化、②専門家による大学基準の制定とその運用、③大学の自主的努力

と団体的規制による大学の水準の維持・向上J(1)というものであった。

そして米国使節団が勧告した改革原理は、 「第一に高等教育機関の設置認可にかかわる実質的

権限を行政官僚の手から専門家の合議機関に移すこと、第二に設置認可基準もまた専門家により判

定・運用することjであり、 「第三に大学設立のための「設置認可行為Jと大学設立後の「基準認定J

(適ネ斜~IJ定)行為とを分離して、アメリカのアクレデ、ィテーションaccredi tation方式を導入するこ

とJ(2)で、あった。このような原理のもと、 1947(昭和22)年に財団法人大学基準協会は設立された。

大学基準協会により質的向上の基準・目安としての「大学基準Jが制定された。

また、文部省内の大学設置委員会(のち大学設置審議会)は、国公私立の新制大学の設置認可

の基準として、「大学基準運用要項Jを用いた。この「大学基準運用要項jと先の大学基準協会の「大

学基準Jとを、 1956(昭和31)年に両者をあわせて「大学設置基準jが文部省令として制定された。

このような総緯から、 「大学設置基準は大学設置認可のための『最低基準』と、あるべき大学を目

指す『向上基準』という、呂的を異にする性格のものが合体されたもので、そのことが後に問題を

残すことになったJ(3)と指摘される。

この大学設誼基準の存在は、大学の質を一定水準保つことに貢献したといえる。しかし一方で、

カリキュラムや教育方法などにおいて自由かつ独創的な活動、またそれを可能にする大学の運営を

制限するものと言えた。

さらに1963(昭和38)年1丹、中教審「大学教育改善についてjは、 ( 1 )大学の目的・性格 (2)

高等教育の種別化 (3)教育内容・方法 (4)設置及び子副鱗肩成 (5)管理運営 (6)構成補導 (7)

入学長tl験 (8)大学の財政、などを示し、これにより戦後の高等教育はその骨格を形作ったといえ

る。

1968 (t]B和43)年には大学紛争がおこるが、その際なされたさまざまな提起は、産ちに実施を

見るにまでは至らなかった。

(3)量的拡大への対策と大学大衆化の始まり

戦後の経済発展は、上記の高等教育体系の整備を後押しすることになったとも言える。特に1960

年代の高度経済成長時代においては、国民所?尋{音増計画(1960"-'1970、昭和35~45年度)の巨擦を
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達成するために、また産業界の人材要誇にこたえるために、高等学校教育計菌(工業系課程の拡充)

や大学の「理工系学生増募計画Jが課題とされた。当時の教育投資論やマンパワー政策もあいまっ

てこれを後押ししたといえよう。また、昭和40年代のベビーブーム対策等はさらなる量的拡大を要

請した。

昭和50年代はさらに、 「高等学校進学者の増大、産業界の人材需要の拡大等を背景として、国民

の高等教育への進学意欲は上昇し続け、昭和50年度には、大学、短期大学及び高等専門学校(第4

年次)への進学者は61万人、進学率は38.4%に達したJ(4)。しかし、このような急速な量的拡大に

伴い、 「マスプロ教育j批判される教育条件の低下や大学の都市への集中あるいは進学機会の地域

間格差などの問題が生じた。

一方、政府は「昭和50年代前期計画(高等教育懇談会報告)J (昭和51"-'55年度・第一次言十固め)、

「昭和50年代後期計画(大学設置審議会報告)J (昭和56"-'61年度・第二次計画)を展開した。 rこ

れらの計画期間は、 18歳人口がおおむね 150"-'160万人で推移する期間Jであり、 「量的拡大の抑

制、私学の定員超過率の改善Jおよび「私学助成の拡大等による教育研究条{牛の改善」、 「大都市

における新増設の抑制等による地域配置の適正化等の観点から高等教育の整備jが図られたのであ

る刷。

2.大学設置基準の大綱イヒと18歳人口急増・急減への対策

臨時教育審議会(以下臨教審)は、高等教育にも大きな影響をもたらした。個性化や弾力化とし

ての変革を高等教育制度および各大学に求めるものであると同時にわが国の高等教育の本格的な大

衆化矧えへの移行を告げるもので、あったO 一方、上で見た第一次および第二次の計画を経た、高等

教育計画が次に直面したのはある意味では臨教審における提言以上に困難な課題といえるものであ

った。すなわち、 80年代後半における18歳人口の急増と、一転して90年代から始まる18歳人口の急

減への対策で、ある。

(1)臨教審における高等教育改革の論議

遡ってみれば、臨教審ηは、今日の高等教育改革にも大きな影響を与えているといえる。 1991(平

成3)年の大学設置基準の大級化における主たる役割を担った大学審議会は、臨教審でユニバーシ

ティ・カウンシルとして蹴己されたもので、あった。

麻生は、「四六答申Jに見られず、臨教審報告で、白玉となっている課題として、 q洋部・学科・講

座・課程といったわが国の大学教育・研究の基本札織=基本単位を改革しようとする方向(例、筑

波大等)、②大学の修学年限と単位、履修の形態、学期と授業時数、入退学及ひ編入学に関する諸

制度を柔軟化していく課題、③大学の自己評価と大学情報の公開(四六答申にはまったく見られな

かった一課題)、④専修学校を含めた短期高等教育機関の明確な位置づけと拡充の問題、⑤大学の設
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置と基準船守の行政課題、を指摘している(8)。

ここで示された課題の多くは、その後の大学審議会の設置と大学設置基準の丸織化によって改

善されていくことになる。

(2) 18歳入口の急増から急J威への転換とその対策

戦後以i輩、これまで培加し続けていた18歳入口は、平成4年度には 205万人のピークに達し、

これを境に今度は減少に転じ始めたが、それは、平成12年度には 150万人台にまで落ち込んでしま

うという急激なものであった。よって18歳人口急増期における「昭和61年度以降の高等教育の計画

的整備について(大学設置審議会報告)一昭和60年代計画一J (昭和61'"'--'平成4年度・第三次計画)

と、急減期における「平成5年度以降の高等教育の計画的整備について(大学審議会答申)一現行

計画一J (平成5'"'-12年度・第四次計画)が策定されることになる。

昭和60年代計画では、 「高等教育の量的整備として、 18歳入口急増期においても一定の進学機

会を確保するため、大学、短期大学及び高等専門学校の定員増を図ることとし、その際、平成5年

度以降の18歳人口の急減を考慮して、定員増のうち一定数を期間を限った定員(いわゆる臨時的定

員)増として対応Jした制。

これは、先を見越して定員を減らせば、受験競争を激化させることになり、また、定員を増や

しすぎると急減期における学生集めに困難が生じる、という事態で、あった。対策としては「入学定

員増を恒常部分と臨時部分にわけ、臨時部分は一九九二年以降削減していくJという「苦心の対応J

で、あった(問。

(3)大学審議会の設置と大学設置基準の大縮化

大学審議会は、 l布教審の答申に基づいて大学のあり方を基本的に調査・審議する機関として、

1987 (昭和62)年9月に学校教育法の改正によって創設された。同年には「大学等における教育研究の

高度化、情性化及ひ活性化等のための具体的方策についてjを示した。 1989年(平成m年には「平成

5年度以降の高等教育計画の策定についてJの審議要請を受け、以後2年間審議し、 1991(平成3)年2

月には、「大学教育の改善J、「学位制度の見直し及び大学院の評イ函j、「学位授与機関の創設j、「短

期大学教育の改善j、「高等尋門学校教育の改善Jのこれらの5件について答申し、さらに同年5月に

は「平成5年度以降の高等教育の計画的整備についてJと「大学院の整備充実についてJの2つの答申

を行なった。

これらの答申を経て、いわゆる「大学設置基準の丸綱化j が進められた。その主なものとして

以下の項目が挙げられる(問。

-授業科目区分の廃止(平成3年6月大学設置基準改正)(玖学生の学習の充実

-単位の計算方法、授業期間等の基準の弾力化(平成3年6月大学設置基準改正)(氾)

・昼夜間講制の実施(平成3年6月大学設置基準改正)
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-大学以外の教育施設等の学習成果の単位認定(平成3年6月大学設置基準ミ幻王)

・科目等履修生制度の導入(平成3年6月大学設置基準改正)(同

また大学院(問および短大(短期高等教育)および高等専門学校側も多くの改正がなされるととも

に、この平成3年の大学設置基準の改正においては、各大学による自己評{面についての努力義務が

示され、以後、自己点検・評価システムの構築は各大学の課題となったといえる。

(4)少子化と今後の高等教膏の規模

少子化の進行により、今後もしばらくは18歳人口は減少していく。その数は、 2000(平成12)

年には約151万3千人、 2010(平成22)年には約120万8千人となるものと予測される(1η。今後の高

等教育の規模について、 1998(平成10)年10丹の大学審議会答申山世紀の大学像と今後の改革方策

についてJでは、 「大学及び短期大学への入学者数も平成8年度から約10万人減少し約70万人(社

会人，留学生約4.5万人を含む)となるが、進学率については18歳人口の減少が入学者の減少より

も急激であるため、 8年度の46.2%(平成10年度実績48.2%)から58.8%(社会人・留学生を除く

高卒進学率は55.1%)に上昇すると予測されているj としている。

しかし、これは大学及び短期大学の臨時的定員を最低半数解消すると予測される場合である。

上記の答申に先立って出された1997(平成9)年1月の大学審議会答申「平成12年度以降の高等教育

の将来構想についてJでは、臨時定員をすべて解消した場合と先に示した半数解消した場合との2

つを示している。しかし、問答申では、臨時定員を「本来の趣旨に沿えば、平成11年度末までに解

消すべき」としながらも、 「入学定員の減少に伴う受験生への影響J、 「臨時的定員が教育機会の

確保に果たしてきた役害IJJ、 「私学経営への影響jなどに配慮する必要があるとし、これらを踏ま

え、 「臨時的定員を平成11年度末ですべて解消することは適切でなく、全体として、本構想の対象

期間である平成16年度までの5年程度の間で，段階的に解消することが適切であるj としている。

3財政織宣改革と高等教育における縮小再編

わが国の高等教育は、大衆化を遂げてもなお、臨時的定員に見られるように、学生定員数の増

減をどのようにコントロールするかという課題が中心に置かれている。 18歳人口の急増期には量的

拡大に伴う質的低下が、急減期においては旬数な定員減による私立大学の経営危機カ懸念された。

一方、学生定員のコントロールという問題に加えて、 90年代の高等教育は財政的な問題を抱えてき

た。以下では、近年の財政構造改革を背景に、高等教育とその財政のおかれる縮小再編の現状を概

観する。

(1)高等教育財政

我が国においては、国公立大学等で、は国や地方公共団体の予算支出が主たる財源となっている。
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同時に、授業料等学生納付金収入も財源の一部を構成している。

平成 9 年度I~立学校特別会計予算では、絃額は 2兆6 ， 848億円である。その財源としては、一般

会計からこの特別会計予算への繰入金が最も多く l兆 5，550億円であり、ほかに、 F付属病院収入

4， 860億円、授業料;および入学検定料等収入3，239億円となっている(18)0 r一般会計から特別会計

への繰入率は特別会計創設s寺には82.1%、ピーク[1寺は昭和46年度の83.5%で、あったが、国における

厳しい財政事情から、その後瀞訪戒し、一時は60%を割ったこともあったが、この数年は60%台の前

半で推移しているJ(問。

私立大学への補助としては、私立学校振興助成法により、日本私学振興財団を通してなされる私

立大学等経常費補助金が最も重要なものである。平成9年度において2，950億5千万円を計上してい

る。 1970(昭和45)年度に始まりそれまで増額を続けていた私立大学等経常費補助金は、 1982(昭和

57)年度に前年実績を据え置き (2，835億円)、翌1983(s苦手1J58)年には2，770億円、さらに1984(昭

和59)年には2，438億5千万円と大幅ダウンとなった。その後は毎年微増している。一方、私立大学

の全体の経常的経費は増大し続けている。この程♀大学の全体の経常的経費に比して、補助金の割

合は1980(昭和55)年をピーク (29.5%)に毎年、減少し続け、平成9年度には12.1%となっており、

私立大学にとっては年々厳しい財政状況になっている。加えて、先に示した少子化の進行と18歳人

口の急減が、授業料等学金己納付金収入をその主要な収入源とする私立大学に追い討ちをかけている

といえる。さらに以下のように、近年のわが国の財政事情から見れば手ム立大学に限らず、高等教育、

ひいては教育全体について文教予算は厳しい状況に置かれている。

(2)抑制を迫られる文教予算と高等教育財政

現在、わが国は250兆円あまりの公債残高を抱えている。主要先進国中、最悪ともいえる状況で

あり、財政健全化が叫ばれている状態にある。今後予想される一層の高齢化、少子化、低成長率の

進展などを背景に、抜本的な改善策が求められている。政府は財政健全化目標として2003年までの

財政赤字文すGDP比3%、赤字国債発行ゼロを掲げた。そして、今世紀中の3年間を「集中改革期間j

とし、 「一切の聖域なしJで歳出面における縮減を厳しく進めようとしている。

このようななかで文教予算も縮減のターゲットとして諸点を指摘されている。我が国の文教・科

学技術予算は、社会保障および公共事業に次いで大きな予算項目である。少子化現象、特に高等教

育の側面から見れば18歳人口の急減は、文教予算を歳出直で抑制するうえで、もっとも大きな理由と

されている。政府「財政構造改革会議j における「財政構造改革のための法律案の内容の骨子Jで

は、文教予算について以下のように歳出面の抑制の基本方向を示している。

まず文教予算の「改革の基本方針及び量的縮減目標j として「政府は、文教予算について、児

童又は生徒数の減少に応じた合理化、受益者負担の働ま、閣と地方公共団体の役割分担等の観点か

ら、義務教育、国立学校、私学助成等の分野について見直し、抑制するものj とし、 「集中改革期

間の各年度の当初予算における国立学校特別会計繰入れ及び私立学校助成費(経常費助成)の額は、
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それぞれ、当該各年度の前年度の当初予算における国立学校特別会計繰入れ及び私立学校助成費(経

常費助成)の額を上回らないものとするj。

財政構造改革特別部会では1996年に「中間報告Jと「財政構造改革を考える一明るい未来を子

供たちにJというこつの報告書を公表した。そのうち後者の「財政構造改革を考える一明るい未来

を子供たちにJでは「第3章教育Jの第5節「私立学校への助成jでは「私立大学等に対しては経

常費助成、私立高校等に対しては都道府県の行う経常費助成に対する補助を中心にそれぞれ助成措

置がありJ、 「今後の検言指果題Jとして r18歳入口の減少傾向を踏まえ、私学の学校数や学生定員

の規模を含め在り方を検討する必要Jがあり、 「経常費助成については、教官数等に応じた配分で

なくプロジェクトに対する助成、教育研究に対する評価に基づく助成に改めること等の検討が必

要J(20)であるとしている。

一方、我が国の高等教育費に占める公財政支出の都合は、欧米諸国(21)に比較すると「低い水準J

にあるといえる。 w我が匿の文教施策(平成7年度)~では「高等教青が社会の発壌や国民生活の向

上に果たす役割を考慮すると、高等教育に要する経費を幅玄く社会全体で負担するという観点から

も、公財政支出の一層の充実に配慮する必要があるj としている。そして重要なことは、 「限られ

た財源の有効活用Jであり、 「特に公財政支出については、その配分の効率化・重点化が不可欠で

あり、その視点としては、各大学等における教育研究の質的な充実の状況等が重視されるべきJで

あるとしている。

(3)予算縮減のターゲットとしての教官学部・教員養成課程の縮4鴨緑

財政健全化政策は r450兆円規模の債務是正の6つの改革Jすなわち「行政改革j 、 rl1~・政構造

改革し 「経済構造改革j 、 「金融システム改革j、 「社会側尉蕎造改革Jそして「教育改革Jで

ある。財政構造改革の 5原員IJはその達成時期を2003年とし、平成10からは年を集中改革期間とされ

た。 1998年度予算は一般歳出を前年比のマイナスとし、 「あらゆる長期計画を大申扇棺減、歳出を伴

う長期計画は策定しないJとされる。そして「財政赤字を含む富民負担率が50%を越えない財政運

営Jが目指されている。

このような原則のなかで文教予算も「聖域なき見直しJを強いられたのである。 1997(平成9)年

4月15日の財政構造改革会議企画委員会において、国立大学関係では以下の数値が具体的に示され

た。

これまで、国立大の教員養成課程の入学定員を、 1987年度から97年度までの間に5，585人減らし、

現在までには， 515人としてきた。これを更に2000年までに、 5，000人減じて9，500人規模とする。そ

して国立大全体で、事務職員等を2000年までに3，000人減らし、国立大全体の続時増募の5，600人を

全廃する、というもので、あった。
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おわりに

大学の学部改編、特に教員養成系大学におけるそれは、バブル崩壊後の経済不況と慢性的な赤

字体費を抱える財政構造を背景としながら、 18歳入口急減をその根拠として直接的には政府による

行財政改革に端を発し押し進められている。

これまで見てきたように戦後の高度成長期における高等教育の拡大、そして70年代から80年代

にかけて起こった18歳入口の急増・急減は、高等教育の政策に対して質的な問題より先立って、学

生定員数の増減をどのようにコントロールするかという熟題をもたらしていた。確かに高等教育は

量から質へということが言われはした。しかし質的な課題は、むしろ学生定員数などの量的な課題

のあとに、大衆化された高等教育の中身をどのようにしていくべきかというかたちで関われてきた

と言える。一方、近年の財政構造改革に端を発し主導される改革は、具体的数値をもった縮小案を

強制約に示しながら量的芯縮小を促している。このようななかで高等教青は、各大学の戦略的な経

営乱習だけでなく、より大きな意味で高等教育像の刻鱗にあると思われる。関連して以下、高等

教育の今後の課題について3点示したい。

第1は、弾力的で柔軟な大学教育を可能とする自己一謝面や自己点検を積極的に行なう各大学の

自主的・自律的な経営である。特に自己評価については「教育・研究の内容まで踏み込んだ、、より

詳細な評価が必要Jとなってきており、 「多額の国家予算の支出に対する社会的説明責任(アカウ

ンタピリティ)の立場からも、必要Jといえる問。

第2は、第 1と関わって各大学の偲性化が求められることである。実際、どれだけ個性化が実

現されているといえるだ、ろうか。 i伊jえば、ほとんどの大学が大学院大学を志向し、国際化、情報

化、生涯学習化など、追加機能をすべて担おうとしている。実際の行政指導や財源配分もそうした

傾向を促すような形で行なわれており、結果的に大学の個別化よりも画一化を招いているj との指

摘もある(23)。このような指摘でも明らかなように偲々の大学の対応だけでは難しい側面もt討請され

る。

第3に、同時に今後の高等教育の全体像をどのように描いて行くのかという大きな課題があろ

う。すなわちそれは、 「高等教斉システムの中での各種高等教育機関の位置付け、特に大学の類型

化と類型や専門分野ごとの適正規模や地域配置についてのマスター・フランjであり、 「財政措置

のあり方jや先に示した f一制面システムをふくむグランドデザインが示されるべき時期Jが来たと

も指摘される似)。

いずれにせよ個々の大学は、縮小と再編が同時に訪れたことで急激な改革が要請されることと

なった。エージェンシー化問題や任期制、あるいは大学院の拡充など多くの問題とも絡み、今後の

熟題は多い。
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(注)

(1) 喜多村和之「大学基準J W新教育学大事典 5~ 第一法規、 1990、所11又、 33-34頁。

(2) 向上書。

(3) 喜多村和之「大学設霞基準J W新教育学大事典 5~ 第一法規、 1990、所収、 37-38頁。

(4) 文部省『我が国の文教施策(平成7年度)~、 1996。

(5) 本文中での第一次計画および第二、三、四次計画という呼び方は、天野郁夫「高等教育改革

と市場原理j舘昭編『現代の高等教育』玉川大学出版部、 1995、に準じた。

(6) 文部省『我が国の文教施策(平成7年度)~、 1996。

(7) 臨教審答申における高等教育に関する主な項呂

第二次答申

第4章高等教育の改革と学術研究の振興

第 1節高等教育の個性化・高度化

( 1 )大学教育の充実と{闇性化 (2)高等教育機関の多様化と連携 (3)大学院の飛躍

的充実と改革 (4 )大学一副部と大学情報の公開

第2節学術研f究の積極的振興

( 1 )大学における基礎的研究の推進 (2)大学と社会の連携の強化 (3)物持の国際

交流

第3節ユウニバーシティ・カウンシル(大学審議会一仮称)の創設

第三次答申

第3章高等教育機関の組織・運営の改革

第 1節高等教育財政

第2節大学札機と運営

( 1 )大学における自主・自律の確立 (2)教員と職員 (3)関かれた大学

第3節大学の設置形態

(8) 麻生誠「中教審問六答申から臨教審へj舘昭編『現代の高等教育』玉川大学出版部、 1995、

129-138頁。

(9) 文部省 f我が国の文教施策(平成7年度)~、 19960

(10) 天野郁夫「高等教育改革と市場原理J舘昭編『現代の高等教育J玉川!大学出版部、 1995、179

頁。

(11 ) 文部省『我が留の文教施策(平成7年度)~、 1996、および文部省令大学設震基準。

(12) i各大学が、自らの教育理念・目的に基づきカリキュラムを自由に縞成できるようにするた

め、授業科目について、大学設置基準上、一般教育科目、専門教育科目等の科目区分を設けな

いこととした。また、学生の卒業要件についても、授業科目区分別に単位数を定めることをや
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め、学生が修得すべき最低の総単位数だけを規定することとしたん文部省『我が留の文教施

策(平成?年j支)~、 1996 。

(13) r大学における単位の計算方法の合理化を図るとともに、実験・実習等の授業を開設しやす

くするため、基準を弾力化した。また、前述の答申においては通年授業を中心にカリキュラム

が編成されているという現状について、学期の区分によって授業が郊吉されるという大学設置

基準の規定の趣旨を活用するよう求めるなど、授業期間についての弾力的な運用が提言され

たj。文部省 f我が留の文教施策(平成7年度)~、 1996 。

( 14) 社会人等が少ないi時間を活用してパートタイムで大学教育を受けた場合、その成果について

大学の正規の単位が得られるよう、学部に開設されている授業科白の一部を履修して一定の単

位を修得する科白等履修生制度を導入した。

(15) 大学院における改革(文部省『我が国の文教施策(平成7年震は、 1996より)

-博士課程の目的の改正(平成元年9月大学院設置基準及び学位規則改正)

博士課程の呂的として、大学等の研究者のみならず、社会の多様な方面で活躍し得る高度の

能力と豊かな学識を有する人材(いわゆる高度専門職業人)を養成することも掲げ得るように

するとともに、このような能力を有する者に博士の学位を授与することができることとした0

・昼夜間講制・夜間大学院の実施(平成元年9月、 5年10月大学院設置基準改正)

-修士課程の修業年i壊の弾力化(平成元年9月大学院設置基準改正)

修士課程の修業年限を標準2年とし、特に優れた業績を挙げた学生については、最短 l年で

修了を認めることもできることとした。

-大学院教員資格の改正(平成元年9月大学院設置基準改正)

-修士課程における研究指導委託(平成元年9月大学院設置基準改正)

-独立大学院の札縦長制及び施設・設備に係る基準(平成元年9月大学説設置基準改正)

独立大学続(学部を置かない大学院だけの大学)の設置の円滑化を図るため、その五百繍編制

や施設・設備に係る九綱的な基準を定めた。

-大学院入学資格の弾力化(平成元年9月学校教育法施行規則改正)

大学を卒業していなくても、大学に3年以上在学し、それぞれの大学院が定める所定の単位

を修得した者には、大学院への入学資格を認めることができることとした。また、修士課程を

修了してなくても、一定の研究歴等を有する者には、博士(後期)課程への入学資格を認める

ことができることとした。

-学位制度の改善(平成3年6月学位跡、Ij改正)

-学位授与機構の創設(平成3年4月国立学校設置法及び学校教育法改正、 6月学位規則改正)

学位授与機構を創設(平成3年7月)し、伍短期大学・高等専門学校卒業者等が、大学や学

位授与機構の認定する短期大学・高等専門学校の専攻科で一定の学修を行った場合、@戸学位授
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与機構が大学・大学院に相当する教育を行うと認める、大学以外の教育施設の課程を修了した

場合に学位を授与する道を開くこととした。

( 16) 短期大学及び高等専門学校においても、 ( 1 )の各事項に対応する事項について、それぞれ

の特色に応じて設置基準の丸織化を図るとともに、その卒業生は「準学士Jを称することがで

きることとした。 また、高等専門学校については、従来、その対象が工業と議船の分野に限

られていたが、その他の分野を対象分野に加えることができることとした。さらに、大学・短

期大学と同様に、専攻科を設置することができるようにした。なお、専修学校についても一定

の要件を満たした専門学校(専修学校専門課程)の修了者に対し、 「専門土Jの称号を付与す

ることとした。また、専修学校設置基準を改正し、授業時数、他の教育機関における履修、教

員資格などの取扱いを改善するとともに、昼夜間講制、科目等履修生制度を導入した。(文部

省『我が国の文教施策(平成7年度)~、 1996より)

(17) 以後、 2020(平成32)年には約123万6千人、 2025(平成37)年には約122万4千人と予測さ

れる(国立社会倒産・人口問題研究所『日本の将来推計人口(平成 9年 1 月推計)~より)。

(18) 田村義雄編『図説日本の財政(平成9年度版)~東洋経済新報社、 1997 、 172頁。

(19) 文部省『我が留の文教施策(平成7年度)~、 1996。

(20) 昭和57年度以降は、臨H寺行政調査会答申の指摘や厳しい毘の財政事情等による補助金後瀬の

抑制基調の下で、教育研究条件の整備状況に応じた{勝浦己分の強化や、社会的要請の強い教育

研究プロジェクトに着目した特別補助の拡充を図ってきている。しかしながら、一方で、学生

数や教員数が大幅に伸びており、平成5年度の補助割合は12.4%となっている。文部省『我が

国の文教施策(平成7年度)~、 1996。

(21) 欧米諸国の状況(文部省『我が匿の文教施策(平成7年度)~、 1996より。)

(ア) アメリカ

公立大学の大部分を占める州立大学については、設置者である州が経費の多くを負担してい

るが、このほかに、学乞納付金、寄附金、事業活動収入等がある。私立大学については、学生

納付金が最大の知原であるほか、連邦から研究者偲人又はグループに対して支給される研究補

助金の一部を大学カ激収することにより、大学にも公費が入る仕組みになっている。なお、学

生の負担については、連邦給与奨学金のほか、連邦保証貸与奨学金(民間の金融機関が貸与し、

政府が返済保証する)などの奨学金制度の充実が図られている。

(イ) イギリス

大学は、独立の法人であるが、財政的には、その収入の多くを国からの補助金に依存してい

る。なお、学生から授業料等を徴収しているが、フルタイムの学生に対して地方教育当局から

支給される給与奨学金の一部にこの授業料分が含まれているため、実際には学生の負担はな

い(給与奨学金は、産接には地方教育当局が支給しているが、その経費はすべて国が負担して
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いる。)。

(ウ) フランス

高等教育機関の多くは国立で、その経費の多くを国が支出している。学生は、登録料等の経

費を負担するだけであり、授業料等の負担はない。

(エ) ドイツ

高等教育機関の多くは州立大学で、その経費については、チI~及び連邦が負担しており、授業

料等は徴収していない。また、学生には親の所得に応じて、連邦教育助成法に基づく奨学金(半

額給与、 半額貸与)が支給されている。

我が国の場合は公財政支出の割合が低く、学生が負担する授業料等学生納付金の占める割合

が高いことが特徴となっている。

このように欧米諸国では、一般政府総支出の国民所得に対する割合が相対的に高いこともあ

り、公財政支出の占める割合が高く、奨学金制度も比較的充実していることから、高等教育に

かかる経費を中面玄く社会全体で負担していると言うことができる。

(22) 井村裕夫「国立大学の立場からJW I D E :現代の高等教育』、 2月号、 1997、21頁。

(23) 市川昭午「求められるビジョンと決断JW I D E :現代の高等教育』、 2月号、 1997、44頁。

(24) 合田経史「審議概要の示すものJW I D E :現代の高等教育』、 2月号、 1997、11頁。
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